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3-6 施設・設備等 

 

 Ａ群・大学院研究科の教育研究目的を実現するための施設・設備等諸条件の整備状況の適切性 

 Ｂ群・大学院専用の施設・設備の整備状況 

 Ｃ群・大学院学生用実習室等の整備状況 

 Ｃ群・独立研究科における、当該研究科専用の施設等の整備の適切性 

 Ｃ群・夜間に教育研究指導を行う大学院における、施設・設備の利用やサービス提供についての配

慮の適切性 

 Ａ群・施設・設備等を維持・管理するための学内的な責任体制の確立状況 

 

 本研究科は会計専門職大学院専用の建物、設備を有しており恵まれた環境にある。 

１）施設・設備の概要は下記のとおりである。 

 ① 教室 

 教  室 室 数 

Ａ 中教室（100名収容規模） ４ 室 

Ｂ 演習室（20～30名収容規模） ５ 室 

 ② 研究室等 

 研 究 室 等 室 数 

Ａ 専任教員 18 室 

Ｂ 客員教員 ２ 室 

Ｃ 会議室（兼応接室） ２ 室 

Ｄ 講義準備作業室 １ 室 

 ③ 院生活動施設 

 研 究 室 等 室数等 

Ａ 研究室（自習室） １室（１フロアー） 

Ｂ 受験指導・相談・会議室 ２ 室 

Ｃ 面接コーナー ２ 室 

Ｄ 談話スペース ３箇所 

Ｅ ロビー １箇所 

Ｆ ロッカー室 ２ 室 

 ④ 図書資料室               １室 

 ⑤ コピー・印刷室             １室 

 ⑥ 合同研究室（兼講師控室）        １室 

２）専門職大学院棟の特色 

  また、次のような特色をもっている。 

 ① １階には図書資料室及び合同研究室を配置。 

 ② ２階、３階は100人規模の４室の中教室を配置（プロジェクター等は標準装備、１室はマルチメ

ディア対応）。 

 ③ ４階は、演習室（20人規模）が３室、ロッカー室、ほか多目的室。 

 ④ ５階は学生自習室（情報端末付）とロッカー室、印刷・コピー室を配置。 

 ⑤ ６階、７階には合計18室の専任教員研究室、２室の客員教員室、１室の24席の会議室、小会議
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室兼応接室、講義準備作業室及び２つの面談コーナーを配置。 

 ⑥ １階にはロビー。比較的広い空間を用意している。 

 ⑦ 全体に自由な、開放的な学習と教員と院生の交流の場、外部の専門家との交流の場を設けている。 

 

 

 Ｂ群・学術資料の記録・保管のための配慮の適切性 

 Ｂ群・国内外の他の大学院・大学との図書等の学術情報・資料の相互利用のための条件整備とその

利用関係の適切性 

 

 研究棟１階には図書資料室及び合同研究室を配置、図書資料室には３台のパソコンを設置してイン

ターネット環境を整え、各教室からもインターネット接続が可能である。これにより、本学図書館の

各種データベース等へのアクセスが可能になっている。 

 しかし、研究棟内の情報ネットワーク（LAN）は構築されておらず、Webで授業の教材や資料を配布

するようなITは整備されていない。学生がオンデマンドで学習したり、学習支援をするシステムの構

築は今後の課題である。 

 

 

3-7 図書館及び図書・電子媒体等 

 

 Ａ群・図書、学術雑誌、視聴覚資料、その他教育研究上必要な資料の体系的整備とその量的整備の

適切性 

 Ａ群・図書館施設の規模、機器・備品の整備状況とその適切性、有効性 

 Ａ群・学生閲覧室の座席数、開館時間、図書館ネットワークの整備等、図書館利用者に対する利用

上の配慮の状況とその有効性、適切性 

 Ａ群・図書館の地域への開放の状況 

 Ｂ群・学術情報の処理・提供システムの整備状況、国内外の他大学との協力の状況 

 

 大学全体としての図書館の他に専用棟の１階に図書資料室を設置している。蔵書は、会計・監査・

税法等に関する参考図書（約1,700冊）、雑誌（90タイトル：約2,600冊）、関連する各種CD-ROM等を備

えて学生の利便に供している。これらの図書や雑誌は青山学院大学の蔵書として登録されており、図

書検索システムOPACから検索が可能である。ただ、この図書室は入退出の機械的チェックシステムを

備えておらず、貸出・返却も機械化されていない。このため、紛失防止、貸出中図書、返却延滞など

のチェックが困難であり、早急な対応策が望まれている。また、本研究科には公認会計士等資格取得

をめざす学生が多いので、多くの学生が同じ図書、雑誌を必要とすることが多い。本学の規則によれ

ば、基本的には同一図書を複数購入することはできないことになっているが、学生からは使用頻度の

高い図書、雑誌については複数冊の備置を求める声が強い。検討を要する課題である。 

 本研究科の図書資料室では予算枠、管理能力、大学図書館との関連などの理由から、データベース

や電子媒体はまだ導入していない。 




